
特集多様な入札契約方式の導入・活用

1.　はじめに

PPP（Public Private Partnership）とは，行政
が実施する各種行政サービスを，行政と民間が連
携し，民間の持つ多種多様なノウハウ・技術を活
用することにより，行政サービスの質の向上，財
政資金の効率的使用や行政の業務効率化等を図ろ
うとする考え方や概念を指します。この PPP と
いう概念には，例えば，PFI 法 1）に基づき民間資
金 等 を 活 用 す る PFI（ Private Finance 
Initiative），指定管理者制度や包括的民間委託な
どの概念が包含されます。

これら PPP/PFI については，「PPP/PFI 推進
アクションプラン」に基づき，内閣府を中心に政
府全体でその取り組みを推進しています。

本稿では，令和 3 年 6 月に改定された「PPP/
PFI 推進アクションプラン（令和 3 年改定版）」（以
下，「令和 3 年改定版アクションプラン」という）
の主な内容や国土交通省所管分野に係る PPP/
PFI，特に公共施設等運営権制度を活用した PFI
事業（以下，「公共施設等運営事業」という）等
の重点分野における取り組みの現状など，国土交
通省における取り組みについて解説します。

2.　‌�PPP/PFI 推進アクションプラン‌
重点分野の国土交通省における‌
取り組み状況

「PPP/PFI 推進アクションプラン」においては，
平成 25 年度から令和 4 年度までの 10 年間で 21
兆円の PPP/PFI の事業規模を達成することを目
標とするとともに，公共施設等運営事業等につい
て重点分野を定め，分野別の数値目標を設定し，
集中的に取り組みを強化することとされています。

この重点分野のうち，国土交通省所管分野では，
空港，下水道，道路，公営住宅，クルーズ船向け
旅客ターミナル施設及び MICE 施設の 6 分野が
該当しており，空港，道路，公営住宅で目標が達
成済みとなっています（図－ 1）。また，これら 6
分野のうち，空港，クルーズ船向け旅客ターミナ
ル施設及び MICE 施設については，新型コロナ
ウイルス感染症の影響を特に受けており，必要な
支援等の実施も含め，関連施策を推進することと
しています。

さらに，政府全体の目標として掲げられている
事業規模目標については，平成 25 年度から令和
元年度末時点までの事業規模は約 23.9 兆円とさ
れており，令和 4 年度までの事業規模目標である
21 兆円を 3 年前倒しで達成しています。
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3.　‌�令和 3年改定版アクションプラン‌
のポイント

令和 3 年 6 月に改定された「令和 3 年改定版ア
クションプラン」の概要については図－ 2のとお
りです。本稿では，特に，以下⑴〜⑶に関して概
説します。

⑴　キャッシュフローを生み出しにくいインフラ
への PPP/PFIの導入
我が国のインフラは，その多くが高度経済成長

期以降に整備されており，今後，建設から 50 年
以上経過する施設の割合は加速度的に増加する見
込みです。施設を点検した結果，修繕などの措置
を早急に行うことが必要な施設が多数存在してい
る一方，我が国のインフラの多くを管理している

図－ 1　公共施設等運営事業等の重点分野の進捗状況（国土交通省関連：令和 3年 7月末時点）
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市区町村では，土木部門全体の職員数が減少し，
全国の 4 分の 1 の市区町村は技術系職員が配置さ
れていないなど，メンテナンスに携わる人的資源
が不足しています 3）。

このような状況に対応するためには，今後増大
するインフラの維持管理等を，PPP/PFI 手法を
活用しつつ行うことが必要です。しかしながら，
特にキャッシュフローを生み出しにくいインフラ

（道路や学校等の公共建築物等）については，
・包括的民間委託の活用が進んでいないほか，大

ロット化（共同化・包括化），性能発注化，長
期化等を実現するための知見が不十分である

・民間事業者に維持管理を適切かつ効率的に実施
させるためのインセンティブの仕組みの事例が
不十分

といった課題が指摘されています 4）。
このような背景を踏まえ，令和 3 年改定版アク

ションプランにおいては，特に「キャッシュフロ
ーを生み出しにくいインフラ（道路や学校等の公

共建築物等）についても積極的に PPP/PFI を導
入していく必要がある」としており，「包括的民
間委託や指標連動方式を含む PPP/PFI の導入を
推進するため，海外事例等も参考にしつつ，モデ
ル事業の実施などの財政的支援及びガイドライン
や事例集等の策定などの導入支援を行う」ことと
されています。

⑵　人口 20万人未満の地方公共団体における
PPP/PFIの導入促進
PPP/PFI の導入に関しては，平成 27 年に人口

20 万人以上の地方公共団体における優先的検討
規程の策定について要請 5）がなされたのち，着実
にその活用が広がりつつあるものの，特に小規模
な地方公共団体ではいまだ普及が進んでいるとは
言い難く，例えば，人口 20 万人未満の地方公共
団体においては，令和元年度までに PFI 事業を
実施した団体数が全体の 12.3% 6）にとどまってい
ます。

図－ 2　令和 3年改定版アクションプランの概要 2）
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このため，令和 3 年改定版アクションプランに
おいては，これら小規模な地方公共団体への
PPP/PFI の普及促進について明記されており，

「新たに人口 10 万人以上 20 万人未満の地方公共
団体に対しても，検討プロセスの定着化や検討対
象案件の拡大を図る観点から優先的検討規程の策
定を促す」こととされているほか，「人口 20 万人
未満の地方公共団体に対し，PPP/PFI の導入が
進まない要因を踏まえた重点的な施策や積極的な
支援等を行う」こととされています。

加えて，特に PPP/PFI の経験のない人口 20
万人未満の地方公共団体における PPP/PFI 事業
の案件形成に当たり，地域プラットフォーム 7）の
活用も有効であると考えられることから，
・地域プラットフォームを活用して PPP/PFI 事

業の導入可能性調査等を実施した人口 20 万人
未満の地方公共団体数について，令和 3 〜 5 年
度の目標を 200 団体とする

・地域プラットフォームに参画する人口 20 万人
未満の地方公共団体数について，令和 3 〜 5 年
度の目標を 550 団体とする

といった目標を掲げ，その取り組みを推進するこ
ととしています。

⑶　新たな目標設定及び推進方策の検討
2 章に記載のとおり，令和 4 年度までの事業規

模目標は 3 年前倒しで達成できたところであり，
令和 3 年改定版アクションプランにおいては，今
後，令和 4 年度以降の新たな目標の設定及び目標
の達成等に向けた推進方策について検討を行うこ
ととされています。

この新たな目標設定に当たっては，従来の事業
規模目標に加え，小規模自治体での事業促進，カ
ーボン・ニュートラル等の新たな政策課題への対
応を含めて検討を進めることとされており，
PPP/PFI 推進タスクフォースを中心に検討が進
められることとなっています 8）。

4.　‌�令和 ３ 年改定版アクションプラン‌
を踏まえた国土交通省における取
り組み

⑴　インフラの維持管理に係る官民連携事業の導
入検討支援
3 章 1 項に記載のとおり，インフラの維持管理

業務に係る包括的民間委託等の導入には一定の課
題が存在するため，国土交通省においては，地方
公共団体における導入検討を支援するために「イ
ンフラの維持管理に係る官民連携事業の導入検討
支援」を令和 2 年度より実施しています。

本事業では，国土交通省所管のインフラのう
ち，料金を徴収しないものの維持管理分野に係る
官民連携手法の導入検討を行う地方公共団体を支
援し，老朽化や技術職員数の減少等インフラの維
持管理に係る課題を解決する手段としての官民連
携手法の導入可能性や，導入に際しての課題やそ
の対応方針を明らかにすることを目的としていま
す。

今年度は，指標連動方式（PFI 契約等（包括的
民間委託契約等を含む）のうち，インフラの機能
や持続性に対応した指標を設定し，民間事業者に
委託等した際に支払う額等の一部又は全部が，当
該指標の達成状況に応じて決まる事業）や分野横
断型の包括的民間委託の導入可能性を検討する地
方公共団体に支援を行っており，富山県富山市，
兵庫県尼崎市，山口県周南市，長崎県，熊本県玉
名市の 5 団体を支援しています。

⑵　人口 20万人未満の地方公共団体における
PPP/PFIの導入促進
3 章 2 項に記載のとおり，令和 3 年改定版アク

ションプランにおいては，人口 20 万人未満の地
方公共団体に対し，PPP/PFI の導入が進まない
要因を踏まえた重点的な施策や積極的な支援等を
行うこととされています。

しかしながら，中小規模の地方公共団体は，
PPP/PFI 手法の導入を検討する体制や制度が未
整備であることや，ノウハウ不足等の課題を抱え
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ており，自主的・自立的に PPP/PFI を推進する
ことが難しい状況にあります。

そのため，国土交通省においては，「専門家派
遣によるハンズオン支援」を実施しており，人口
20 万人未満の市町村に専門家を派遣し，事業ス
キーム案の検討，マーケットサウンディング等の
準備・実施，事業スキームの具体化，公募書類作
成等事業化に向けて必要な手続きを地方公共団体
職員自らが行えるようハンズオン支援を行い，当
該地方公共団体の案件形成を推進するとともに，
その成果を横展開することを予定しています。

5.　おわりに

PPP/PFI については，着実にその活用が進ん
でおり，全体の事業規模や事業件数も増加してい
ます。このように，多種多様な分野・方法で
PPP/PFI の活用が進む一方で，行政側の官民連
携のノウハウの蓄積や適切なモニタリングに関し
ては一定の課題があり，特に中小規模の地方公共
団体におけるノウハウ蓄積については，優先的検
討規程の対象の拡大を考慮すれば，特に重要な課
題であると考えています。

今後も，適切かつ円滑に PPP/PFI が活用・推

進されるよう，幅広い関係者と連携し施策を展開
していきたいと考えており，関係者の皆さまにお
かれましては，引き続きのご指導・ご協力をお願
い申し上げます。

なお，本稿における意見や見解は組織を代表す
るものではなく，誤りは全て筆者の責に帰するも
のです。

【注】
1）‌�　民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進

に関する法律（平成 11 年法律第 117 号）
2）　内閣府資料より国土交通省作成
3）‌�　第 5 次社会資本整備重点計画（令和 3 年 5 月 28 日

閣議決定）
4）‌�　内閣府資料（令和元年 11 月 15 日 第 19 回 PFI 推進

委員会計画部会）
5）‌�　「多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するた

めの指針」について（要請）」（平成 27 年 12 月 17 日
府政経シ第 886 号・総行地第 154 号）

6）‌�　内閣府資料（令和 3 年 4 月 22 日 第 26 回 PFI 推進
委員会計画部会）

7）‌�　地域プラットフォームとは，地域の企業，金融機関，
地方自治体等が集まり，PPP/PFI 事業のノウハウ習得
と案件形成能力の向上を図り，具体の PPP/PFI 案件形
成を目指した取組。詳細については，内閣府ホーム 
ページ参照（https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/
platform/platform_index.html）

8）‌�　内閣府資料（令和 3 年 6 月 14 日 PPP/PFI 等に関
するワーキンググループ（第 1 回））
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